フィスカル・ポリシーと租税の機能

　「広く定義すると、フィスカル・ポリシーは、ほとんど国策と同じくらい広汎で、それは、銀行ならびに通貨の統制政策および外国貿易・投資・為替に関する諸政策などを含むもの」と考えられ、フィスカル・ポリシーの問題領域は極めて広汎におよぶものである。当初においては、フィシカル・ポリシーは、不況と失業の克服ということが大きな問題であり、直接的な課題をなすものであったが、その後は資源の配置であるとか、経済の安定ということが問題となり、近時ではそれらが主要な目標をなすようになっている。

　フィスカル・ポリシーは、その初期段階では、アメリカのニュー・ディール、ナチスの景気振興政策などに見られるように、一時的な赤字支出を行うことによって、当面する不況を救済するという方法で、「呼び水政策」とか「カンフル注射」とかいわれる形で行われ、不況期には遊水資本を公債発行によって吸収し、これを公共事業に支出することによって購買力を補給していこうとするものであったが、この政策は、少なくともそれ自体として経済の自律回復性を前提とするものであったので、十分な効果を発揮することができなかった。ここにおいて、フィスカル・ポリシーは、単なる呼び水政策ではなしに、その一時性にかえて恒久的な財政支出を行い、民間部門の購買力の不足を補うという方策がとられなければならなかった。これがいわゆる「補整的ﾌｨｽｶﾙ･ﾎﾟﾘｼｰ」である。

　ケインズは、一九三六年、「雇用・利子および貨幣の一般理論」を公にすることによって、「高度に発達した資本主義社会においては、いわゆる平均消費性向が小であって、総所得と総消費との間に大きな隔たりが小であって、この隔たりを埋めるだけの投資支出は不可能である。ここに不況と失業の原因が存在し、豊富の中の貧困状態を生ぜしめるわけであるが、この状態を放任するとすれば、これはますます慢性化する恐れがある。そこで、このような不況を打開し、完全雇用を実現するためには、従来行われているような自由放任政策を放棄して、国民経済に対する国家活動の干渉を必要とする。」と説いている。

　ケインズが、完全雇用政策として取り上げているものは、次の三つである。

①税率を変えないでおいて政府支出を増加する方法

　②課税の軽減によって私的支出の増加をもたらす方法

　③課税によって賄われる政府支出の増加を通して行われる方法

　ケインズのこの三つの完全雇用政策のうち、第一および第三の政策は、税率を変更するか、否かという点で大きな問題があるのであるが、いずれにもせよ、政府による投資の増加を目論むものである。第二の政策は、課税を軽減することによって私的支出の増加を与えようとするものである。

　このような完全雇用政策を行う場合、「財政の乗数効果」の問題があらわれる。財政の乗数効果は、財政支出の乗数効果と減税の乗数効果に大別して考えることができるが、財政支出の増加や減税によって引き起こされるところの需要の降下というものは、ひとり家計部門における消費需要だけでなく、企業部門における投資に影響が波及していくということである。つまり、企業の設備投資や在庫投資に効果が及んでいくのである。財政支出の増加に伴って財政需要が増大していったり、減税よって家計の消費需要が増していったりすれば、それは必然的に企業の売上げを増やし、やがては企業の投資活動を促進していくようになる。このように、財政支出や減税による乗数効果は、それだけにとどまらないで、国民経済における需要増加という現象を通して、加速度的に、企業における投資需要全体を刺激する効果ももつようになってくる。財政の分野では、こうした効果を、如上の財政支出の乗数効果や減税の乗数効果との関係において、「加速度効果」と称している。

　財政支出によって投資支出の増加がなされ、あるいは減税が行われるというと、乗数効果があらわれて、それだけ所得を増大させる。またさらに所得増加は、投資に対する需要も誘発させるようになる。いいかえれば、財政支出や減税は、乗数効果によって所得の増加をもたらし、乗数効果による所得の増加はさらに消費増加を誘発し、これはまた加速度効果によって、投資の増加を引き起こさせるということである。こうして、経済動態の過程は、乗数効果と加速度効果による拡大的超累積の過程として把握することができ、ハンセンは、このような関係を挺率効果、または超乗数といっている。

